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環境課 

「(仮称)品川駅街区地区北街区新築計画」環境影響調査書案について 

 

本環境影響調査書案は、港区環境影響調査実施要綱に基づき、当該開発計画の

実施が環境に及ぼす影響について調査等を実施し、その調査結果及び環境に与え

る影響の評価をもって、区民の健康で快適な生活の確保に資することを目的とし

て事業者により作成されたものです。 

 

１ 事業者名称 

東日本旅客鉄道株式会社 

 

２ 計画地の位置 

計画地は、東京都港区高輪三丁目及び港南二丁目に位置しています。鉄道の最

寄り駅は、ＪＲ品川駅及び京急線品川駅です。主要道路としては、計画地西側に

隣接して国道１５号（第一京浜）が南北方向に通過しています。 

現在、計画地東側において「品川駅北口駅改良・駅ビル整備」、計画地西側にお

いて「（仮称）品川駅西口地区Ａ地区新築計画」、「（仮称）高輪三丁目品川駅前地

区（品川駅西口地区Ｃ地区）第一種市街地再開発事業」、計画地北側において「（仮

称）品川駅北周辺地区開発事業１街区、２街区、３街区、４街区」、「環状第４号

線」、「補助線街路第３３２号線」、「補助線街路第３３４号線（品川駅北口駅前広

場）」等の計画が進められており、一体の開発機運が高いエリアです。 

計画地南側においては、別事業である「（仮称）品川駅街区地区南街区新築計画」

が計画されており、本事業（北街区）が先行してしゅん工する計画です。 

また、鉄道関連事業として、計画地内を含めた南北方向で「京浜急行本線（泉

岳寺駅〜新馬場駅間）連続立体交差事業」に係る京急線品川駅の地平化工事や、

計画地西側において「都市高速鉄道第７号線品川〜白金高輪間建設事業」が推進

されています。 

 

■ 計画地位置図  

令和６年８月１日 資料№１ 
環 境 等 対 策 特 別 委 員 会 
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３  事業計画の概要 

本事業に関連する主な上位計画としては、「特定都市再生緊急整備地域 品川

駅・田町駅周辺地域」（平成２４年１月）、「品川駅・田町駅周辺まちづくりガイド

ライン２０２０」（令和２年３月 東京都）、「品川駅 えきまちガイドライン」（令

和３年３月 東京都）等があります。 

本事業は、これらの上位計画等を踏まえ、えきとまちをつなぐ一体的な都市基

盤整備(東西・南北方向の歩行者ネットワーク強化等)や、国際交流拠点にふさわ

しい都市機能の導入(新たな価値・文化を創出・発信する空間の構築等）、防災機

能強化と先導的な環境都市づくりにより、国際交流拠点・品川の形成に寄与して

いくことを目的としています。 

■ 建築計画の概要 

項 目 内容 

主要用途 事務所、店舗、駅施設、駐車場等 

敷地面積 約１４，７００m2 

延床面積 約１６５，０００m2 

建物最高高さ※１ 約１５０m 

駐車場台数※２ 約５７台 

工期 令和７年度着工予定、令和１２年度しゅん工予定 
※1：T.P.+4.9m（建設地標高）からの高さ。（T.P.とは東京湾平均海面のことをいいます。） 
※2：この他に、附置台数の適正化・集約化等を定めた「品川駅北周辺地区駐車場地域ルール」（港

区）の方針に基づき、集約駐車施設が予定されている「（仮称）品川駅北周辺地区開発事業」
の４街区に集約（一般車）することを想定。 

注）調査書案提出時点のものであり、今後の関係機関との協議等により変更する可能性があります。 

■ 計画建築物配置図 
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■ 計画建築物断面図（南北断面） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 環境調査項目 

環境調査項目は、対象事業の内容から行為・要因を抽出し、さらに地域の環境

特性等を考慮して選定しました。 

 

環境要素 

供用後 工事中 

計画建築物 

の存在・供用 

関係車両

の走行 
駐車場等 

計画建築物 

の建設 

工事用車両 

の走行 

交通 ○ ○ ○  ○ 

資源・エネルギー・地球環境 ○   ○  

大気  ○ ○ ○ ○ 

水・土 ○   ○  

静穏  ○  ○ ○ 

建造物影響 ○     

植物・動物 ○     

景観 ○     

史跡・文化財    ○  

地域貢献等 ○     

 

注）下部の点線範囲は、本事業の新築工事とは別途の計画と

なります。 

※隣接する南街区と接続予定 
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５ 予測等の結果の概要（供用後） 

予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等※（供用後） 

（1）交通 

■自動車交通量 

① 自動車の発生集中交通量 

本事業により発生集中する自動車交通量は、

1,279 台 T.E./日と予測します。 

 

注）発生集中交通量の単位（T.E.）について 

（T.E.）はトリップエンドの略であり、（台 T.E.）は自動車の台

ベースの発生集中交通量 （出発 ・到着する自動車の台数を合わせ

た数値）を示します。 

 

 

② 交差点需要率（交差点の混雑度を示す指標） 

供用後(将来交通量)の交差点需要率は 0.293～

0.727 と予測され、「交通の処理が可能とされる交

差点需要率 0.9 以下」を満足します。 

 

●交差点需要率の予測結果 

交差点 

交差点需要率 

環境の目標 将来基礎 

交通量 

将 来 

交通量 

1 0.588 0.596 

交通の処理

が可能とさ

れる交差点

需要率 0.9

以下 

2 0.285 0.293 

3 0.571 0.582 

4 0.551 0.564 

5 0.513 0.523 

6 0.423 0.427 

7 0.538 0.541 

8 0.470 0.474 

9 0.721 0.727 

10 0.533 0.541 

    

予測結果に基づく対策等 

○テナント関係者等に対して、公共交通機関の利用を

促すための周知を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■歩行者通行量 

① 歩行者の発生集中交通量 

本事業により発生集中する歩行者交通量は、

52,400 人 T.E./日と予測します。 

 

注）発生集中交通量の単位（T.E.）について 

（T.E.）はトリップエンドの略であり、（人 T.E.）は人ベースの

発生集中交通量 （出発 ・到着する人を合わせた数値）を示します。 

 

 

予測結果に基づく対策等 

○先行して実施される京急線品川駅地平化や国道上空

デッキの整備にあわせて、既存の中央自由通路を延

伸するとともに、北側自由通路や南北連絡通路(北

側)を新設し、東西南北方向の歩行者ネットワークの

強化と駅利用者等の利便性、回遊性を向上させます。 

○計画地内北東側に、北口歩行者広場を設け、品川駅

北口から周辺地域につながる歩行者ネットワークの

要となる交通結節機能を備えつつ、国際交流拠点・

品川の新たな顔にふさわしい駅前空間を創出しま

す。 

○施設計画にあたっては、人の動線が交差する改札前

や建物出入口付近において、歩行者の視線の確保や

溜まり空間を適切に設けることで、自由通路等の主

要な歩行者動線への流動に配慮します。 

※：環境改善に配慮した対策として実施する内容  
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

② 歩行者サービス水準（歩行者の歩行環境を示す指標） 

供用後の歩行者サービス水準は、全ての評価断面

において 「サービス水準 A （自由歩行）」と予測しま

す。また本事業により、東西南北方向の歩行者ネッ

トワークの強化と駅利用者等の利便性、回遊性を向

上させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■駐車場 

本事業で設置する自動車駐車場は、「港区低炭素まち

づくり計画の駐車機能集約区域内における建築物の駐

車施設の附置等に関する条例」に基づき、「品川駅北周

辺地区駐車場地域ルール」の適用を想定し、必要台数

を満たす台数を確保する計画です。 

自動車駐車場設置台数は、計画地内で約 57 台を設

置し、集約駐車施設と合わせて約 147～211 台とす

る計画です。なお、「品川駅北周辺地区駐車場地域ルー

ル」の適用にあたっては、今後の実態調査を踏まえて

計画台数及び集約台数の調整を行います。 

予測結果に基づく対策等 

○自動車駐車場については、「品川駅北周辺地区駐車場

地域ルール」に基づく必要台数を満たす台数を確保

します。 

 

 

■自転車・自動二輪車駐車場 

本事業で設置する自転車駐車場は、「港区自転車等の

放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条例」に

基づく必要計画台数 （自転車駐車場 ：201 台）以上を

確保します。自動二輪車等駐車場は、附置義務に係る

法令がありませんが、駐車場を確保します。 

自転車駐車場は合計約 240 台、自動二輪車等駐車

場は合計約 7 台を設置する計画です。その他、自転車

シェアリング用の駐輪スペース（サイクルポート）を

約 10 台分確保する計画です。 

予測結果に基づく対策等 

○自転車駐車場については、「港区自転車等の放置防止

及び自転車等駐車場の整備に関する条例」の基準を

満たす台数を確保します。 

○自転車シェアリング用の駐輪スペース（サイクルポ

ート）を確保する計画です。 

 

 

■交通安全 

計画地周辺の学校区は、高輪台小学校区、白金小学

校区、港南小学校区、芝浦小学校区、高松中学校区及

び港南中学校区であり、高輪台小学校区、白金小学校

区、港南小学校区及び芝浦小学校区には指定通学路が

ありますが、本事業の実施により発生集中する関係車

両の主な動線に当たる区間は、マウントアップされた

歩道や横断歩道の設置がなされています。 

また、その他の関係車両の主要な動線にも、歩道や

横断歩道の設置がなされており、交通安全に配慮した

走行ルートとなっています。 

予測結果に基づく対策等 

○駐車場出口には、案内表示または出庫の際に注意喚

起する設備の設置等を検討し、歩行者に対する安全

の確保に努めます。 

○駐車場出口には、一時停止の路面標示等を検討し、

歩行者に対する安全の確保に努めます。 

○駐車場への入庫に際し、周辺道路へのうろつき車両

が生じないよう、駐車場入り口位置を明瞭に示す案

内表示の設置を検討します。 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

（2）資源・エネルギー・地球環境 

■リサイクル 

① 廃棄物の発生量 

本事業における廃棄物発生量は、約 12,999kg/

日と予測します。 

 

② 再利用量 

廃棄物の再利用量は、約 1,625kg/日と予測され、

再利用率は約 12.5％となります。 

予測結果に基づく対策等 

○廃棄物の保管場所は、「港区大規模建築物の廃棄物保

管場所等の設置に関する要綱」を満足する保管施設、

粗大ごみ集積所等を確保します。 

○事業系廃棄物は、廃棄物処理許可業者に委託して適

正に処理・処分を行います。 

○テナント関係者等に対して、廃棄物の発生抑制、分

別の徹底を働きかけます。 

 

■地球温暖化の防止・エネルギー利用 

①エネルギー利用量（エネルギー利用の合理化）、 

地球温暖化防止のための対策 

・省エネルギー機器(最新の高効率設備機器、LED 照

明器具等)の導入を図ります。 

・熱負荷を低減させるため、low-e ペアガラスの採

用等のカーテンウォールの工夫等により日射遮蔽

や断熱性向上を図ります。 

・総合的なエネルギー利用効率を高め、節電・省エ

ネルギーを支援する BEMS（Building Energy 

Management System）を導入する計画です。 

・屋上に設置する太陽光発電設備により節電を図り

ます。 

・計画地南側に隣接する 「（仮称）品川駅街区地区南

街区新築計画」 （別事業）の計画地内に設けられる

地域冷暖房熱源施設（DＨC）から供給される熱

（空調熱源のための冷水・温水）を受け入れる予

定です。 

・駐車場には、電気自動車の充電設備を設置する計

画です。 

 

②計画建築物の環境性能（PAL*低減率・ERR） 

○東京都建築物環境計画書制度による評価 

・大規模建築物としての環境負荷の低減を図るた

め、先進的な環境技術導入等により、エネルギー

の効率的利用と熱負荷の低減への取組を進め、令

和６年度に施行される東京都建築物環境計画書制

度における複合用途建築物での段階３を達成しま

す。（PAL*低減率 ：複合用途建築物全体で 20%

以上、ERR ：複合用途建築物全体で段階３の基準

値とします。） 

○ZEB（Net Zero Energy Building）による評価 

・建物全体の一次エネルギー消費量について、ZEB 

Oriented※１の基準で用途毎に算出した一次エネ

ルギー消費量の合計以下を達成します。また、事

務所用途部分で ZEB Ready※２の基準を達成しま

す。 

○CASBEE による評価 

・環境性能の向上及びエネルギーの効率的な運用に

より、CASBEE （建築物総合環境性能評価システ

ム）において、A ランクを達成するとともに S ラ

ンクを目指します。 

 

 

 

予測結果に基づく対策等 

○環境改善に配慮した対策として実施する内容は、「①

エネルギー利用量 （エネルギー利用の合理化） ・地球

温暖化防止のための対策」に示したとおりです。 

 

 

・PAL＊低減率 

：建物の省エネ基準に関わる外皮基準の指標で、各階の屋内

周囲空間（ペリメータゾーン）の年間負荷をペリメータゾ

ーンの床面積の合計で除して得た数字です。PAL＊が小さ

い（PAL＊低減率が大きい）ほど、建物の断熱性が高いと

評価されます。 

 

・ERR値 

：設備システムのエネルギー利用の低減率を示す指標で、数

値が大きいほど省エネルギー性能が高いことを意味しま

す。 

※１：延べ面積10,000 m2以上で、事務所の場合は40%以

上、ホテル・商業施設等の場合は30%以上の一次エネ

ルギー消費量を削減し、更なる省エネルギーの実現に

向けて未評価技術(WEBPROにおいて現時点で評価さ

れていない技術)を導入している建築物 

※２：再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費

量から50％以上の一次エネルギー消費量削減に適合

した建築物 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

■ヒートアイランド現象の緩和 

本事業では、ヒートアイランド現象緩和への配慮と

して、下記の事項を行う計画です。 

○人工排熱の低減 

・エネルギー利用の合理化による省エネルギー化を

推進し、空調機器から排出される人工排熱を低減

します。 

○計画建築物の形状等の配慮 

・計画地内北側には広場を確保し、計画建築物の基

壇部は高さ約 50m 以下に抑えるとともに、高層

部は北東角を隅切り形状とすることにより、南南

東側からの風を後背地にスムーズに流すよう配慮

します。 

○地表面被覆の改善 

・計画地内北東側に設ける北口歩行者広場等を中心

に緑化を施し、地表面被覆の改善を図るとともに、

高反射塗装、保水性・遮熱性舗装等を採用するこ

とにより、地表面の温度上昇や日射の反射抑制に

努めます。 

以上の環境配慮を行うことにより、ヒートアイラン

ド現象の緩和が図られるものと考えます。 

予測結果に基づく対策等 

○本事業では、省エネルギー化を推進することにより、

空調機器から排出される人工排熱を低減します。 

○計画地内北側には広場を確保し、計画建築物の基壇

部は高さを抑えるとともに、高層部は北東角を隅切

り形状とすることにより、南南東側からの風を後背

地にスムーズに流すよう配慮します。 

○緑化による地表面被覆の改善を図るとともに、高反

射塗装、保水性・遮熱性舗装等を採用することによ

り、地表面の温度上昇や日射の反射抑制に努めます。 

 

 

（3）大気 

■大気質 

① 関係車両の走行に伴う大気質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

関係車両の走行に伴う二酸化窒素の日平均値の年
間 98％値は 0.039～0.042ppm と予測され、大
気汚染に係る環境基準を満たしています。 

また、関係車両の走行に伴う浮遊粒子状物質の日
平均値の 2％除外値は 0.037mg/m3 と予測され、
大気汚染に係る環境基準を満たしています。 

 
●関係車両の走行に伴う大気質の予測結果（１） 

予測 

項目 
予測地点 

将来濃度 

（日平均値の 

   年間98％値） 

環境の目標 

（環境基準） 

二 

酸 

化 

窒 

素 

（ppm） 

地 点 1 
東側 0.041 

1 時間値の 

1 日平均値が

0.04ppm か

ら 0.06ppm

までのゾーン

内又はそれ以

下であること 

西側 0.041 

地 点 2 
東側 0.040 

西側 0.040 

地 点 3 
南側 0.040 

北側 0.040 

地 点 4 
東側 0.040 

西側 0.040 

地 点 5 
東側 0.041 

西側 0.042 

地 点 6 
南側 0.041 

北側 0.041 

地 点 7 
南側 0.040 

北側 0.040 

地 点 8 
東側 0.041 

西側 0.042 

地 点 9 
東側 0.039 

西側 0.039 

地点 10 
南側 0.042 

北側 0.042 

    

 

 

予測結果に基づく対策等 

○テナント関係者等に対して、公共交通機関の利用や、

アイドリングストップ等のエコドライブの協力を促

します。 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

●関係車両の走行に伴う大気質の予測結果（2） 

予測 

項目 
予測地点 

将来濃度 

（日平均値の 

   2％除外値） 

環境の目標 

（環境基準） 

浮 

遊 

粒 

子 

状 

物 

質 

（mg/m3）

地 点 1 
東側 0.037 

1 時間値の 

1 日平均値が 

0.10mg/m3 

以下であること 

西側 0.037 

地 点 2 
東側 0.037 

西側 0.037 

地 点 3 
南側 0.037 

北側 0.037 

地 点 4 
東側 0.037 

西側 0.037 

地 点 5 
東側 0.037 

西側 0.037 

地 点 6 
南側 0.037 

北側 0.037 

地 点 7 
南側 0.037 

北側 0.037 

地 点 8 
東側 0.037 

西側 0.037 

地 点 9 
東側 0.037 

西側 0.037 

地点 10 
南側 0.037 

北側 0.037 

 

② 駐車場の供用に伴う大気質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

駐車場の供用に伴う二酸化窒素の日平均値の年間

98％値は、最大 0.042ppm と予測され、大気汚染

に係る環境基準を満たしています。 

また、駐車場の供用に伴う浮遊粒子状物質の日平

均値の 2％除外値は、最大 0.037mg/m3 と予測さ

れ、大気汚染に係る環境基準を満たしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）水・土 

■水利用 

① 水利用量（上水・中水・雨水等） 

本事業では、上水は計画地西側の国道 15 号（第

一京浜）の歩道内に埋設されている東京都水道局の

水道本管より引込み、受水槽を介し、低層階（店舗

階）は給水圧力ポンプユニットで圧送方式、高層階

（事務所階）は高架水槽による重力給水方式で、各

所に給水を行う計画です。 

雑用水（トイレ洗浄水）は、建物の雑排水、厨房

排水、雨水を源水とする中水処理施設により処理生

成された雑用水を雑用水槽に貯留し、低層階（店舗

階）は給水圧力ポンプユニットによる圧送方式、ま

た高層階（事務所階）は高架水槽による重力給水方

式で、各所に給水を行う計画です。 

給水計画に基づく１日の使用水量は、上水約

830m3/日を予定しています。 

 

② 節水設備の設置状況 

本事業では、節水設備として、下記の事項につい

て検討を行う計画です。 

・節水型水栓 

・節水型トイレ 

 

予測結果に基づく対策等 

○雨水をトイレ洗浄水等に利用します。 

○衛生器具は節水性と機能性に配慮した器具を選定し

ます。 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

■排水 

① 排水量 

排水計画に基づく 1 日の総排水量は、約 940m3/

日を予定しています。 

汚水は排水調整槽に一時貯留し、東京都下水道局

との協議により負荷調整しながら放流 （夜間放流等）

を行う計画です。 

また、排水量については、既設下水道管の排水能

力を詳細に確認した上で、東京都下水道局と協議・

調整を行い、適切に対処する計画であり、既設下水

道本管に著しい影響を及ぼすことはないと予測しま

す。 

 

②排水処理の状況（臭気対策・有害生物発生防止対策） 

排水調整槽の臭気対策は、「ビルの新築に伴う地下

排水槽（ビルピット）設計の手引」（平成 31 年 1

月、東京都ビルピット問題連絡協議会）に準拠し、

曝気方式の採用、通気配管設備、換気設備等を十分

検討して配慮する計画であり、臭気による影響を及

ぼすことはないと予測します。 

また、有害生物発生防止対策としては、蚊の発生

を防止するため計画地内の雨水ますは雨水浸透ます

の設置を検討し、設置できない場合には防虫網を設

置するなどの対策を検討する計画であり、有害生物

の発生を防止できると予測します。 

 

予測結果に基づく対策等 

○汚水は排水調整槽に一時貯留し、負荷調整を行いな

がら排水します。 

○排水調整槽の臭気対策は、「ビルの新築に伴う地下排

水槽（ビルピット）設計の手引」に準拠し、曝気方

式の採用、通気設備、換気設備等を十分に検討して

配慮します。 

○蚊の発生を防止するため計画地内の雨水ますは、雨

水浸透ますの設置を検討し、設置できない場合には

防虫網を設置するなどの対策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■雨水 

現在の計画地は、建物や舗装等により人工被覆され

ており、地表面流出水の地下浸透はほとんどなく、地

表面流出水の多くは公共下水道に放流されています。 

供用後の計画地内も、建築物または人工地盤である

ことから、雨水の地下浸透はほとんどなく、雨水は雨

水貯留槽に入り、雑用水として利用するとともに余剰

分は下水道へ放流する計画です。 

「港区雨水流出抑制施設設置指導要綱」に基づく雨

水流出抑制対策量は、約 882m3 です。 

本事業では、今後、関係機関と協議・調整の上、雨

水貯留による雨水流出抑制対策を行うことにより、計

画地からの雨水の流出は軽減され、集中豪雨時の周辺

建物への浸水被害の防止が図られると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測結果に基づく対策等 

○雨水貯留槽を設けることで、公共下水道への一時的

な負荷の低減を図ります。 

○雨水貯留槽から公共下水道への放流量は、計画地に

適用される計画放流量以下に抑制する計画です。 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

（5）静穏 

■音 

関係車両の走行に伴う等価騒音レベル （LAeq）は、昼
間が 63～73dB、夜間が 58～69dB と予測され、関
係車両による騒音レベルの増加分は 1dB 未満です。 

「環境基本法」に基づく環境基準に対して、地点１ ・
３の昼間で、地点１・３・５・７・８の夜間で同基準
を超過しますが、「騒音規制法」に基づく要請限度に対
しては、全地点で同基準を満たします。 

なお、環境基準を超過する地点・時間区分について
は、現況で既に環境基準を超過しており、関係車両に
よる騒音レベルの増加分は１dB 未満です。 

予測結果に基づく対策等 
○テナント関係者等に対して、公共交通機関の利用や、

アイドリングストップ等のエコドライブの協力を促
します。 

 

 

 

 

 

 

 
●関係車両の走行に伴う等価騒音レベル（LAeq） 

の予測結果 
LAeq ：ある時間のうちで、変動する騒音レベルをエネルギー
的な平均値として表したもの 

予測 

地点 

時間 

区分 

将来（dB） 
環境の目標

（dB） 

将来基礎 

交通量 

将 来 

交通量 

環境 

基準 

要請 

限度 

地点1 

昼間 73 
73 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 69 
69 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

地点2 

昼間 67 
67 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 61 
61 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

地点3 

昼間 66 
66 

（＋1未満） 
65

以下 
75 

夜間 63 
63 

（＋1未満） 
60

以下 
70 

地点4 

昼間 64 
64 

（＋1未満） 
65

以下 
75 

夜間 59 
59 

（＋1未満） 
60

以下 
70 

地点5 

昼間 69 
69 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 66 
66 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

地点6 

昼間 66 
66 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 63 
63 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

地点7 

昼間 70 
70 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 66 
66 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

地点8 

昼間 70 
70 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 67 
67 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

地点9 

昼間 63 
63 

（＋1未満） 
65

以下 
75 

夜間 58 
58 

（＋1未満） 
60

以下 
70 

地 点 10 

昼間 69 
69 

（＋1未満） 
70

以下 
75 

夜間 63 
63 

（＋1未満） 
65

以下 
70 

 

 

・騒音レベルの目安 

騒音レベル 目 安 

70～80dB 主要幹線道路周辺（昼間） 

～地下鉄の車内 

60～70dB ファミリーレストランの店内 

～バスの車内 

50～60dB 高層住宅地域（昼間） 

～銀行の窓口周辺 

40～50dB 戸建住宅地（昼間） 

～美術館の館内 

 

注）（ ）は本事業による影響の程度（増加分）です。 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

■振動 

関係車両の走行に伴う振動レベル （L10）は、昼間が
36～54dB、夜間が 34～55dB と予測され、「環境
確保条例」に基づく規制基準に対して、全地点で同基
準を満たします。 

予測結果に基づく対策等 
○テナント関係者等に対して、公共交通機関の利用や、

アイドリングストップ等のエコドライブの協力を促
します。 

 
●関係車両の走行に伴う道路振動レベル（L10） 

の予測結果 
L10：振動値を大きい順に並べ最高値と最低値の側からそれ
ぞれ 10%ずつ除外し残った値のうち上端の値。 

予測 

地点 

時間 

区分 

将来（dB） 環境の目標 

（規制基準） 

（dB） 

将来基礎 

交通量 

将来 

交通量 

地点1 
昼間 42 

42 
（＋1未満） 

65 

夜間 42 
42 

（＋1未満） 
60 

地点2 
昼間 54 

54 
（＋1未満） 

60 

夜間 47 
47 

（＋1未満） 
55 

地点3 
昼間 36 

36 
（＋1未満） 

60 

夜間 33 
34 

（＋1） 
55 

地点4 
昼間 51 

51 
（＋1未満） 

60 

夜間 51 
51 

（＋1未満） 
55 

地点5 
昼間 46 

46 
（＋1未満） 

65 

夜間 45 
46 

（＋1） 
60 

地点6 
昼間 54 

54 
（＋1未満） 

65 

夜間 55 
55 

（＋1未満） 
60 

地点7 
昼間 54 

54 
（＋1未満） 

60 

夜間 55 
55 

（＋1未満） 
55 

地点8 
昼間 45 

45 
（＋1未満） 

65 

夜間 44 
44 

（＋1未満） 
60 

地点9 
昼間 38 

38 
（＋1未満） 

65 

夜間 35 
35 

（＋1未満） 
60 

地 点 10 
昼間 54 

54 
（＋1未満） 

60 

夜間 53 
53 

（＋1未満） 
55 

注）（ ）は本事業による影響の程度（増加分）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・振動レベルの目安 

振動レベル 目 安 

65～75dB （震度2相当） 

屋内にいる人の多くが揺れを感じる 

55～65dB （震度1相当） 

屋内にいる人の一部がわずかに揺れ

を感じる 

55dB以下 （震度0相当） 

人は揺れを感じない 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

（6）建造物影響 

■電波受信状態 

計画建築物により、地上デジタル放送については計

画地の南西方向の一部の地域において遮へい障害が、

衛星放送については計画地の北北東～北東方向の一部

の地域において遮へい障害が生じると考えられます。 

計画建築物に起因して新たな電波障害が生じたこと

が明らかになった場合には、「高層建築物による受信障

害解消についての指導要領」（昭和 51 年 郵政省電波

監理局長通達）等に基づき、適切な障害対策（アンテ

ナ設備の改善、CATV の導入、共同受信施設の導入等）

を講じます。また、電波障害の発生が予測される地域

以外において、計画建築物に起因して新たな電波障害

が生じたことが明らかとなった場合には、受信状況に

応じた適切な障害対策を講じます。 

 

予測結果に基づく対策等 

【工事中】 

○地上躯体工事に起因して新たな電波障害が生じたこ

とが明らかになった場合には、適切な障害対策を講

じます。 

○地上躯体が立ち上がる前には、電波障害に関する相

談窓口を設置し、隣接街区と連携して迅速かつ適切

な対応を図ります。 

【供用後】 

○計画建築物に起因して新たな電波障害が生じたこと

が明らかになった場合には、適切な障害対策を講じ

ます。 

○電波障害の発生が予測される地域以外において、計

画建築物に起因して新たな電波障害が生じたことが

明らかになった場合には、受信状況に応じた適切な

対策を講じます。 

○テレビ電波障害に関する住民からの問い合わせに対

して、隣接街区と連携して迅速かつ適切な対応を行

います。 

 

≪電波受信障害範囲の予測結果≫ 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

■風 

計画建築物の建設により風環境は変化しますが、計
画建築物の建設後も、住宅地や低中層市街地相当の風
環境が確保されると予測され、計画地周辺の風環境に
著しい影響を及ぼさないと考えます。 

また、風による道路への障害物の進入を予防するた
めに、強風時には、計画地内の屋外に転倒・飛散しや
すいものを極力設置しないよう、テナント関係者等に
対して協力を働きかけます。 

 
●風環境の予測結果 

風環境の区分 
風環境の予測結果 

建設前 建設後 

領域 A 住宅地相当 

93 地点 

（計画地外 90、 

計画地内 3） 

119 地点 

（計画地外 107、 

計画地内 12） 

領域 B 
低中層市街地 

相当 

67 地点 

（計画地外 67） 

64 地点 

（計画地外 63、 

計画地内 1） 

領域 C 
中高層市街地 

相当 

1 地点 

（計画地外 1） 
0 地点 

領域 D 強風地域相当 0 地点 0 地点 

注）建設後は予測地点を追加したため、建設前後で予測地点の数が

異なります。 

予測結果に基づく対策等 
○計画地周辺地域の風環境への影響を低減するため、

敷地境界から高層部壁面までの離隔距離をできる限
り確保しています。 

○主風向である北寄りあるいは南寄りの風の影響を低
減するため、計画建築物の東西方向の見附幅を小さ
くしています。 

○風による道路への障害物の進入を予防するために、
強風時には、計画地内の屋外に転倒・飛散しやすい
ものを極力設置しないよう、テナント関係者等に対
して協力を働きかけます。 

 

≪建設後の風環境の予測結果≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・風環境評価指標 
領域A：住宅地相当 

（住宅地で見られる風環境） 

領域B：低中層市街地相当 
（領域Ａと領域Ｃの中間的な街区で見られる風環境）

領域C：中高層市街地相当 
（オフィス街で見られる風環境） 

領域D：強風地域相当 
（好ましくない風環境） 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

■日照 

計画地周辺の日影規制の規制対象区域において、計

画建築物による冬至日の日影時間は 2 時間未満であ

り、規制される日影時間内に収まっており、日影規制

を満たします。 

予測結果に基づく対策等 

○敷地境界から高層部壁面までの離隔距離をできる限

り確保することにより、周辺への日影の影響を可能

な限り小さくするよう配慮しています。 

 

≪時刻別日影の予測結果（予測時期：冬至）（計画地の地盤面からの高さ４ｍ）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪等時間日影の予測結果（予測時期：冬至）（計画地の地盤面からの高さ４ｍ）≫ 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

■光 

① 計画建築物による反射光・夜間光の状況 
ア．計画建築物による反射光の状況 

計画建築物の外装は、大きな反射光を発生させる
ような材質は極力使用しない計画であり、著しい反
射光による影響は発生しないものと予測します。 
イ．計画建築物による夜間光の状況 

計画建築物の室内照明は、ブラインド等を設ける
計画であり、外部への室内照明の漏れの低減を図る
ことから、著しい夜間光による影響は発生しないも
のと考えます。 

計画地内の広場等における外部照明については、
照明目的に応じた適切な照明機器の設置や適切な運
用等を行う計画を検討します。 

したがって、著しい夜間光による影響は発生しな
いものと予測します。 

予測結果に基づく対策等 
○計画建築物の外装は、大きな反射光を発生させるよ

うな材質のものは極力使用しない計画とします。 
○計画建築物の室内照明は、ブラインド等を設け、外

部への室内照明の漏れの低減を図ります。 
○広場等における外部照明については、照明目的に応

じた適切な照明機器の設置や適切な運用等を行う計
画を検討します。 

 

 
 
 

（7）植物・動物 

■緑 

① 緑化量（植栽本数・面積） 
計画地内には、高木、中木、低木、地被類等によ

る緑化を形成し、その植栽本数は高木約 10 本、中
木約 150 本、低木約 4,100 株を計画しています。 

ま た 、 港 区 緑 化 基 準 に 基 づ く 緑 化 面 積 は 約
4,261m2、接道部緑化延長は約 96m を確保する計
画であり、港区の緑化基準を満たします。 

② 計画地の緑化計画平面図 
計画地内北東側の北口歩行者広場や、計画建築物

の西側や屋上を活用して、立体的な緑化に努めます。
北口歩行者広場においては、北周辺地区方面への大
きな動線の流れや空間の広がり、視線の抜けを感じ
させるみどりの憩いの空間を計画します。計画建築
物の西側は、周辺の豊かな緑 （高輪森の公園、崖線）
と呼応するように、また計画建築物内外からの緑化
の視認性を上げるため、計画建築物中層部西側に設
ける施設利用者動線等に沿って、緑化プランター積
層による緑化を施すなど、立体的な緑化を計画しま
す。 

予測結果に基づく対策等 
○植栽種は 「植栽時における在来種選定ガイドライン」

（平成 26 年５月 東京都環境局）の考え方を基本と
し、地域の在来種等、既存の周辺環境に合った樹種
を選定します。 

○植栽の健全な生長を促すため、樹種に応じて適切な
土壌厚を確保するとともに、極力礫等の異物がない
植栽基盤とするよう十分に配慮します。 

○中木以上の樹木を植栽する際は、必要に応じて支柱
やワイヤー等を用いる等、樹木が強風で倒れないよ
うに配慮します。 

○土壌はマルチング材を施す等、飛散・乾燥に配慮す
るとともに、自動潅水設備等を設置します。 

○緑化プランターは自動潅水設備に加え、日照条件に
適した樹種を選定する等、健全な育成が保たれるよ
う配慮します。 

○適切に剪定、刈込み、施肥、病害虫防除、草刈・除
草清掃、潅水を実施することにより、樹木等の健全
な育成に努めます。 

≪緑化計画図≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●緑化面積と基準との比較 

項目 
本計画における

緑化計画 
港区緑化基準 

緑化面積 約 4,261m2 約 4,241m2 

接道部緑化延長 約   96m  約  62.5m  
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

（8）景観 

■都市景観 

① 地域の景観の特性の変化 
計画地及び周辺の地域景観の現況は、計画地内は

事務所建築物及び専用商業施設からなる景観構成要
素であり、計画地近傍は、事務所建築物、宿泊・遊
興施設、集合住宅等を主体とする景観構成要素もみ
られます。 

計画建築物の用途としては、事務所、店舗、駅施
設等が複合されており、多様な機能を持つ都市拠点
が形成されるものと予測します。 

計画建築物の最高高さ （約 150m）を考慮すると、
供用後には、計画建築物を含む周辺の建築物ととも
に、品川駅周辺の高度利用が進んだ建築物群として
まとまりを持った都市景観が形成されると予測しま
す。 

 
② 代表的な眺望地点からの眺望景観の変化 

代表的な眺望点のうち、「柘榴坂上」及び 「高輪公
園」からのフォトモンタージュ写真は、次ページに
示すとおりです。 

計画建築物は、ほとんどの代表的な眺望地点から
新たな景観要素として視認され、周辺の建築物等と
一体となり、都市的な景観を形成します。 

 
③ 計画建築物と周辺の景観への配慮 

本事業においては、賑わいとみどりが周辺市街地
へと連続し、品川駅らしさ・新しさを感じられる国
際交流拠点に相応しい都市景観の形成を図ります。 

 
●計画建築物と周辺の景観への配慮（景観形成の方針） 

全般 

本事業においては、賑わいとみどりが周辺市街地

へと連続し、品川駅らしさ・新しさを感じられる

国際交流拠点に相応しい都市景観の形成を図り

ます。 

遠景 

①品川駅の拠点性を感じさせる、南北一体※1 の

建物配置 

②南北一体※1 で双をなす高層部により駅中心を

印象付ける顔づくり（西側） 

③国際交流拠点に相応しい、世界に発信する顔づ

くり 

中景 
①歩行者目線で変化に富む、西側の顔づくり 

②わかりやすさに配慮した自由通路周りの設え 

近景 

①地域資源やまちの機能をつなぐ、南北方向の骨

格的なネットワーク 

②駅や周辺のまちから利用者を誘引する立体的

な動線 

③駅に快適性や交流の機会をもたらすダイバー

シティプラットフォーム※2 

夜景 

①周辺市街地に配慮した落ち着きのある照明 

②駅としての拠点性とわかりやすさを演出 

③低層部のみどりを柔らかく照らし、広がりを演

出 

※１：本計画建築物と南側に隣接して計画されている「(仮称)品川

駅街区地区南街区新築計画」の計画建築物 

※２：ダイバーシティプラットフォーム：国内外の多様な人々によ

る新たな交流・協働を促進し、新たな価値・文化の創出・発

信に取り組む空間のことです。 

 

 
 

予測結果に基づく対策等 
○環境改善に配慮した対策として実施する内容は、「計

画建築物と周辺の景観への配慮（景観形成の方針）」
に示すとおりです。 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

≪代表的な眺望地点からの眺望の予測結果≫ 

 

 
 
 

 
 

（現況） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（供用後） 

 
 

供用後の状況 

供用後には、既存建築物等の背後に、計画建築物が新

たな高層建築物として視認されます。 

計画建築物は、品川駅周辺の建築物群と一体となり都

市的な景観を形成します。 

 
 
 

 

    

 

 
 
 

 

 

（現況） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（供用後） 

 
 

供用後の状況 

供用後には、既存建築物等の背後に、計画建築物が新

たな高層建築物として視認されます。 

計画建築物は、品川駅西口周辺の建築物群と一体とな

り都市的な景観を形成します。 

 
 
 

 

      

柘榴坂上 

別事業 

（（仮称）品川駅西口地区

A地区新築計画） 
計画建築物 

別事業 

（（仮称）品川駅街区地区 

南街区新築計画） 

別事業 

（（仮称）品川駅西口地区

C地区新築計画） 

高輪公園 

別事業 

（（仮称）品川駅西口地区

C地区新築計画） 

別事業 

（（仮称）品川駅西口地区

A地区新築計画） 

計画建築物 
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予測等の結果（供用後） 予測結果に基づく対策等（供用後） 

（9）地域貢献等 

■公開空地等、防犯・防災 

① 広場空間等の整備状況 
計画地内にはオープンスペースとして、歩行者ネ

ットワーク、北口歩行者広場及び北口テラス（屋上
広場）を整備する計画です。これらの空間等を整備
することにより、計画地及びその周辺の利用者に快
適性を提供することができると予測します。 

 
●広場空間等のオープンスペースの整備の考え方 

名称 整備の考え方 

歩行者 

ネット 

ワーク 

・京急線品川駅地平化や国道上空デッキの整

備にあわせて、既存の中央自由通路を延伸す

るとともに、北側自由通路や南北連絡通路

（北側）を新設し、東西南北方向の歩行者ネ

ットワークの強化と駅利用者等の利便性、回

遊性を向上させます。 

北口 

歩行者

広場 

・品川駅北口から周辺地域につながる歩行者

ネットワークの要となる交通結節機能を備

えつつ、国際交流拠点 ・品川の新たな顔にふ

さわしい駅前空間を創出します。 

・ＪＲ品川駅北口駅改良によって新設される

北口改札に面した 2 階デッキレベルにおい

て、隣接する補助線街路第 334 号線 （品川

駅北口駅前広場）と一体的に機能するように

します。 

・災害時には、発災直後に駅周辺の屋外滞留者

が一時避難できる一時退避場所となるよう

にします。 

北口 

テラス 

（屋上 

広場） 

・屋外のパブリック空間として、6 階に北口テ

ラス （屋上広場）を設け、隣接した施設内の

情報発信施設等と一体的に活用することに

より、多様の人々が混じりあうきっかけをつ

くります。 

 
② 帰宅困難者の一時退避場所・一時滞在施設の確保状況 

帰宅困難者の一時退避場所・一時滞在施設等を整
備することにより、計画地及びその周辺の利用者に
おける防災に配慮することができると予測します。 

●帰宅困難者の一時退避場所・一時滞在施設の整備方針 

施設 整備方針 

一時 

退避 

場所 

・デッキレベルを活かした安全な退避経路を確

保します。 

・発災直後に発生する屋外滞留者に対しては、北

口歩行者広場や自由通路等の屋外空間を活用

し、一時退避場所として約 4,700ｍ2（約

4,700 人相当）※1 の空間を確保します。 

一時 

滞在 

施設 

・計画地内で発生する帰宅困難者に対しては、施

設内の共用部を活用し、一時滞在施設として

約 2,100ｍ2 （約 1,200 人相当）※2 の空間を

確保します。 

・一時滞在施設では、帰宅困難者を３日間受け入

れ可能な災害備蓄品を備えることができる防

災備蓄倉庫や、非常時にも利用可能なトイレ

を整備するとともに、72 時間の電力供給が可

能な計画とします。 

※1：百未満切り捨て（1.0m2/人） 

※2：百未満切り捨て（3.3m2/2 人） 

予測結果に基づく対策等 
○広場空間等の整備状況について、環境改善に配慮し

た対策として実施する内容は、「広場空間等のオープ
ンスペースの整備の考え方」に示すとおりです。 

○帰宅困難者の一時退避場所・一時滞在施設の確保状
況について、環境改善に配慮した対策として実施す
る内容は、「帰宅困難者の一時退避場所 ・一時滞在施
設の整備方針」に示すとおりです。 
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６ 予測等の結果の概要（工事中） 

予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

（1）交通 

■自動車交通量 

① 自動車の発生集中交通量（工事用車両台数） 
予測時点（工事用車両台数が最大となる時点）の

工事用車両台数 （片道）は、240台/日 （大型車 ：200、
小型車：40）と計画します。 

 
② 交差点需要率 

工事中の交差点需要率は0.459～0.760と予測
され、いずれも「交通の処理が可能とされる交差点
需要率0.9以下を目安」を満たしており、交差点にお
ける自動車交通の処理は可能と考えます。 

 
●交差点需要率の予測結果 

交差点 

交差点需要率 

環境の目標 将来基礎 

交通量 

将 来 

交通量 

1 0.713 0.715 

交通の処理が

可能とされる

交差点需要率

0.9以下 

を目安 

4 0.760 0.760 

6 0.459 0.459 

7 0.683 0.683 

8 0.547 0.547 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測結果に基づく対策等 
○工事用車両による交通への影響を軽減するために、

工事関係の通勤者には、公共交通機関の利用を推進
することにより、通勤車両の走行台数を減らすよう
努めます。 

○工事工程の調整及び適切な車両の運行管理により、
工事用車両の集中化を避けるよう努めます。また、
周辺道路上での入場待ち車両が発生しないよう、工
事従事関係者への教育を徹底します。 

○工事用車両の出入口付近には、適宜交通誘導員を配
置します。 

○工事の際には、近接する周辺工事の事業者等と工事
に係る情報共有を図り、必要に応じて調整する等、
工事中の配慮や周辺環境への影響の低減に努めま
す。 
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予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

■交通安全 

計画地周辺の学校区は、高輪台小学校区、白金小学

校区、港南小学校区、芝浦小学校区、高松中学校区及

び港南中学校区であり、高輪台小学校区、白金小学校

区、港南小学校区及び芝浦小学校区には指定通学路が

ありますが、工事用車両の主な動線に当たる区間は、

マウントアップされた歩道や横断歩道の設置がなされ

ています。 

また、その他の工事用車両の主要な動線にも、マウ

ントアップされた歩道や横断歩道の設置がなされてお

り、交通安全に配慮した走行ルートとなっています。 

予測結果に基づく対策等 

○工事用車両の出入口については、交差点からの距離、

歩行者交通量、ゲート幅、工事区域内の転回スペー

ス等に配慮の上、施工計画及び周辺交通状況を考慮

し、調整を図りながら計画します。 

○工事用車両の出入口周辺には、適宜交通誘導員を配

置するとともに、適切な車両運行管理により、交通

安全や交通渋滞の防止に努めてまいります。 

○資材の搬入、建設発生土等の搬出に際しては、計画

地周辺道路の通学時間帯や交通のラッシュ時の配慮

を検討するとともに、工事用車両が集中しないよう

に努めます。 

○工事計画の策定にあたっては、可能な限り工事用車

両台数の削減に努めます。 

○工事用車両による交通安全対策として、下記の事項

を工事従事関係者に指示し、工事用車両運行への指

導・教育を徹底します。 

・規制速度を遵守します。 

・急発進、急加速を避けます。 

・積載量を厳守します。 

・作業員の通勤時には、公共交通機関の利用を推進

し、現場への通勤車両台数を抑制します。 

○工事の際には、近接する周辺工事の事業者等と工事

に係る情報共有を図り、必要に応じて調整する等、

工事中の配慮や周辺環境への影響の低減に努めます。

（2） 資源・エネルギー・地球環境 

■リサイクル 

① 建設廃棄物の種類及び発生量 

建設廃棄物の種類は、廃材（コンクリートがら、

アスファルト・コンクリート、ガラス陶磁器、廃プ

ラスチック、金属くず、木くず、紙くず、石膏ボー

ド、混合廃棄物）及び建設発生土です。 

建設廃棄物の発生量は、廃材で約5,260t、建設発

生土で約13,000m3と予測します。 

② 再利用量 

建設廃棄物の再利用量は、約4,805t （再利用率 ：

約91％）、建設発生土の再利用量は約11,440m3

（再利用率：約88％）と予測します。 

●建設廃棄物及び建設発生土の発生量・再利用量 

種別 発生量 再利用量 

建設廃棄物 

（廃材） 
約 5,260t 約 4,805t 

建設発生土 約13,000m3 約11,440m3 

③ 建設廃棄物の収集・処理方法 

工事中の建設廃棄物（廃材）については、分別を

行い関係法令等に基づき再生可能な廃棄物について

積極的にリサイクルに努め、産業廃棄物処理業の許

可を受けた処理業者に委託し、適正に処理・処分す

る計画です。 

建設廃棄物（建設発生土）については、関係法令

等を遵守して適正に処理し、再利用が困難な場合に

は許可を受けた処分地において適正に処理・処分す

る計画です。 

予測結果に基づく対策等 

【建設廃棄物（廃材）】 

○建設資材等の搬入に際しては、過剰な梱包を控え、

廃棄物の発生抑制を図ります。 

○搬出運搬にあたっては、荷崩れや飛散等が生じない

ように、必要に応じて荷台カバーの使用等を行いま

す。 

○関係法令等に基づき再生利用可能な廃棄物につい

ては積極的にリサイクルに努め、産業廃棄物処理業

の許可を受けた処理業者に委託し、適正に処理 ・処

分を行います。 

 

【建設廃棄物（建設発生土）】 

○搬出運搬にあたっては、計画地から道路への搬出前

にタイヤ洗浄を十分に行うとともに、飛散等が生じ

ないように、必要に応じて荷台カバーの使用等を行

います。 

○再利用が困難な場合は、許可を受けた処分地におい

て適正に処理・処分を行います。 
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予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

（3） 大気 

■大気質 

①工事用車両の走行に伴う大気質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 
工事用車両の走行に伴う二酸化窒素の日平均値の

年間98％値は0.039～0.042ppmと予測され、大
気汚染に係る環境基準を満たします。 

また、工事用車両の走行に伴う浮遊粒子状物質の
日平均値の2％除外値は、0.037mg/m3と予測さ
れ、大気汚染に係る環境基準を満たします。 

●工事用車両の走行に伴う大気質の予測結果（1） 

予測 

項目 
予測地点 

将来濃度 

（日平均値の 

   年間98％値） 

環境の目標 

（環境基準） 

二 

酸 

化 

窒 

素 

（ppm） 

地点1 
東側 0.041 

1時間値の1

日平均値が

0.04ppmか

ら0.06ppm

までのゾーン

内又はそれ以

下であること 

西側 0.042 

地点2 
東側 0.040 

西側 0.040 

地点5 
東側 0.042 

西側 0.042 

地点7 
南側 0.041 

北側 0.040 

地点8 
東側 0.042 

西側 0.042 

地点9 
東側 0.039 

西側 0.040 

●工事用車両の走行に伴う大気質の予測結果（2） 

予測 

項目 
予測地点 

将来濃度 

（日平均値の 

   2％除外値） 

環境の目標 

（環境基準） 

浮 

遊 

粒 

子 

状 

物 

質 

（mg/m3）

地点1 
東側 0.037 

1時間値の 

1日平均値が

0.10mg/m3 

以下であること 

西側 0.037 

地点2 
東側 0.037 

西側 0.037 

地点5 
東側 0.037 

西側 0.037 

地点7 
南側 0.037 

北側 0.037 

地点8 
東側 0.037 

西側 0.037 

地点9 
東側 0.037 

西側 0.037 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予測結果に基づく対策等 
○低公害型の工事用車両を極力採用し、良質な燃料を

使用するとともに、不要なアイドリングの防止を徹
底します。 

○土砂、資材等の搬入出に際しては、積載量に応じた
適正な車種の選定による運搬の効率化を推進するこ
とにより、さらに工事用車両の走行台数を減らすよ
う努めます。 

○工事用車両を安全走行することにより、大気質への
影響の低減に努めます。 

○工事用車両の出入口には適宜交通誘導員を配置し
て、通行人の安全の確保に努めるとともに、交通渋
滞とそれに伴う大気質への影響の低減に努めます。 

○工事関係の通勤者には、公共交通機関の利用を推進
することにより、通勤車両の走行台数を減らすよう
努めます。 
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予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

②建設機械の稼働に伴う大気質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

建設機械の稼働に伴う大気質の予測は、二酸化窒

素の日平均値の年間98％値は最大0.049ppmと予

測され、大気汚染に係る環境基準を満たします。 

また、浮遊粒子状物質の日平均値の2％除外値は

最大0.042mg/m3と予測され、大気汚染に係る環

境基準を満たします。 

建設機械の稼働に伴う大気質の予測は、建設機械

が全て同時に稼働した場合を想定したものであり、

工事の実施に際しては、大気質への影響を極力少な

くするために、可能な限り最新の排出ガス対策型建

設機械の使用に努めるとともに、建設機械の効率的

な稼働、不要なアイドリングや空ふかしの防止、定

期的な整備点検の実施等により、排出ガスの低減に

努めます。 

予測結果に基づく対策等（つづき） 

○可能な限り最新の排出ガス対策型建設機械の使用に

努めます。 

○建設機械の効率的稼働に努めます。 

○建設機械には、良質な燃料を使用するとともに、ア

イドリングストップの掲示等を行い、不要なアイド

リングの防止を徹底します。 

○建設機械の稼働にあたっては、不必要な空ふかし、

急発進等の禁止を徹底します。また、建設機械の能

力以上の負荷をかけないよう徹底します。 

○建設機械は、定期的な整備点検を行い、故障や異常

の早期発見を行います。 

○作業時間及び作業手順については、周辺に著しい影

響を及ぼさないように、事前に工事工程を十分検討

します。 

○工事の際には、近接する周辺工事の事業者等と工事

に係る情報共有を図り、必要に応じて調整する等、

工事中の配慮や周辺環境への影響の低減に努めま

す。 

 

（4） 水・土 

■排水 

① 排水方法 

工事中の排水に含まれる浮遊物質量 （SS）は、基

礎工事時の排出水の放流に際して、沈砂槽に一旦貯

留し、放流先の公共下水道の水質基準（600mg/L

未満）に適合させて放流する計画です。また、水素

イオン濃度 （pH）についても水質処理により水質基

準 （5を超え9未満）に適合させて放流する計画です。 

 

② 排水の水質 

工事中における排水の水質は、「東京都下水道条

例」（昭和34年12月 東京都条例第89号）に基づ

く下水における浮遊物質量 （SS）及び水素イオン濃

度 （pH）の排除基準を満たすように、必要に応じて

沈砂槽等の適切な処理装置により処理した後、公共

下水道に排水する計画です。 

 

予測結果に基づく対策等 

○工事中の排水は、必要に応じて沈砂槽等の適切な処

理装置により、 「東京都下水道条例」に基づく水質の

基準に適合させて公共下水道に排水します。 

 

 

 

■土壌汚染 

計画地内において、有害物質を取り扱っていた可能

性のある事業場が確認されたことから、一部の範囲に

おいては土壌汚染の可能性は否定できないものと考え

ます。 

本事業の工事においては、計画地内の一部において、

比較的規模の小さい建物基礎（計画地内北側における

情報発信施設や駐輪施設の建物基礎 （地下階無し）等）

を施工します。 

本事業の工事にあたっては、関係法令等に基づく土

壌汚染調査を行い、汚染が確認された場合には、関係

法令等に基づき汚染土壌の拡散防止を図り、適切に処

理・処分します。 

 

 

 

 

予測結果に基づく対策等 

○本事業の工事にあたっては、関係法令等に基づく土

壌汚染調査を行い、汚染が確認された場合には、関

係法令等に基づき汚染土壌の拡散防止を図り、適切

に処理・処分します。 

 

 

沈砂槽の模式図 
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予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

（5） 静穏 

■音 

① 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音 

工事用車両の走行に伴う等価騒音レベル（LAeq）

は、昼間が63～73dB、夜間が58～69dBと予測さ

れ、工事用車両による騒音レベルの増加分は１dB以

下です。 

「環境基本法」に基づく環境基準に対して、地点

１の昼間で、地点1 ・５ ・７ ・８の夜間で同基準を超

過しますが、「騒音規制法」に基づく要請限度に対し

ては、全地点で同基準を満たします。 

なお、環境基準を超過する地点・時間区分につい

ては、現況で既に環境基準を超過しており、工事用

車両による騒音レベルの増加分は１dB以下です。 
 
●道路交通騒音の予測結果 

予測 

地点 

時間 

区分 

将来（dB） 
環境の目標

（dB） 

将来基礎 

交通量 

将 来 

交通量 

環境

基準 

要請

限度 

地点1 

昼間 72 
73 

（＋1） 

70 

以下 
75 

夜間 69 
69 

（＋1未満） 

65 

以下 
70 

地点2 

昼間 66 
66 

（＋1未満） 

70 

以下 
75 

夜間 60 
60 

（＋1未満） 

65 

以下 
70 

地点5 

昼間 69 
69 

（＋1未満） 

70 

以下 
75 

夜間 66 
66 

（＋1未満） 

65 

以下 
70 

地点7 

昼間 70 
70 

（＋1未満） 

70 

以下 
75 

夜間 66 
66 

（＋1未満） 

65 

以下 
70 

地点8 

昼間 70 
70 

（＋1未満） 

70 

以下 
75 

夜間 67 
67 

（＋1未満） 

65 

以下 
70 

地点9 

昼間 63 
63 

（＋1未満） 

70 

以下 
75 

夜間 58 
58 

（＋1未満） 

65 

以下 
70 

 

② 建設機械の稼働に伴う建設作業騒音 
建設機械の稼働に伴う騒音レベル （LA5）の最大値

は76dBと予測され、「環境確保条例」に基づく指定
建設作業に適用する騒音の勧告基準を満たします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予測結果に基づく対策等 

○土砂、資材等の搬入出に際しては、積載量に応じた適正な

車種の選定による運搬の効率化を推進することにより、さ

らに工事用車両の走行台数を減らすよう努めます。 

○工事用車両を安全走行することにより騒音の低減に努め

ます。 

○工事用車両が一時的に集中しないよう、工事工程の平準化

に努めます。 

○工事用車両の出入口には適宜交通誘導員を配置して、通行

人の安全の確保に努めるとともに、交通渋滞とそれに伴う

騒音の低減に努めます。 

○工事関係の通勤者には、公共交通機関の利用を推進するこ

とにより、通勤車両の走行台数を減らすよう努めます。 

○建設機械の集中稼働を行わないよう、建設機械の効率的稼

働に努めます。 

○作業時間及び作業手順については、周辺に著しい影響を及

ぼさないように、事前に工事工程を十分検討します。 

○可能な限り最新の低騒音型建設機械の使用及び低騒音な

施工方法の採用に努めます。 

○建設機械の稼働にあたっては、不必要な空ふかし、急発進

等の禁止を徹底します。 

○建設機械は、定期的な整備点検を行い、故障や異常の早期

発見を行います。 

○工事の際には、近接する周辺工事の事業者等と工事に係る

情報共有を図り、必要に応じて調整する等、工事中の配慮

や周辺環境への影響の低減に努めます。 
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予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

■振動 

① 工事用車両の走行に伴う道路交通振動 
工事用車両の走行に伴う振動レベル（L10）は、昼

間が38～54dB、夜間が35～55dBと予測され、
「環境確保条例」に基づく規制基準に対して、全地
点で同基準を満たします。 

●道路交通振動の予測結果 

予測 

地点 

時間 

区分 

将来（dB） 環境の目標 

（規制基準） 

（dB） 

将来基礎 

交通量 

将 来 

交通量 

地点1 

昼間 42 
42 

（＋1未満） 
65 

夜間 42 
42 

（＋1未満） 
60 

地点2 

昼間 53 
53 

（＋1未満） 
60 

夜間 47 
47 

（＋1未満） 
55 

地点5 

昼間 45 
45 

（＋1未満） 
65 

夜間 45 
46 

（＋1） 
60 

地点7 

昼間 54 
54 

（＋1未満） 
60 

夜間 55 
55 

（＋1未満） 
55 

地点8 

昼間 45 
45 

（＋1未満） 
65 

夜間 44 
44 

（＋1未満） 
60 

地点9 

昼間 37 
38 

（＋1） 
65 

夜間 35 
35 

（＋1未満） 
60 

 
② 建設機械の稼働に伴う建設作業振動 

建設機械の稼働に伴う振動レベル（L10）は、計画
地西側敷地境界において最大69dBと予測され、「環
境確保条例」に基づく指定建設作業に適用する振動
の勧告基準を満たします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

予測結果に基づく対策等 

○土砂、資材等の搬入出に際しては、積載量に応じた適正な

車種の選定による運搬の効率化を推進することにより、さ

らに工事用車両の走行台数を減らすよう努めます。 

○工事用車両を安全走行することにより振動の低減に努め

ます。 

○工事用車両が一時的に集中しないよう、工事工程の平準化

に努めます。 

○工事用車両の出入口には適宜交通誘導員を配置して、通行

人の安全の確保に努めるとともに、交通渋滞とそれに伴う

振動の低減に努めます。 

○工事関係の通勤者には、公共交通機関の利用を推進するこ

とにより、通勤車両の走行台数を減らすよう努めます。 

○建設機械の集中稼働を行わないよう、建設機械の効率的稼

働に努めます。 

○作業時間及び作業手順については、周辺に著しい影響を及

ぼさないように、事前に工事工程を十分検討します。 

○可能な限り低振動な施工方法の採用に努めます。 

○建設機械は、定期的な整備点検を行い、故障や異常の早期

発見を行います。 

○工事の際には、近接する周辺工事の事業者等と工事に係る

情報共有を図り、必要に応じて調整する等、工事中の配慮

や周辺環境への影響の低減に努めます。 
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予測等の結果（工事中） 予測結果に基づく対策等（工事中） 

（6） 史跡・文化財 

埋蔵文化財については、これまでも調査を実施して

きましたが、今後も、文化財行政等のご指導をいただ

きながら、丁寧に文化財調査等を行っていく予定です。

調査の結果、埋蔵文化財が出土した場合は、文化財保

護法等関連法令に則り適切に対応するとともに、埋蔵

文化財の出土状況に応じ、その取扱いを整理するため

のスケジュールを確保したうえで、有識者及び文化財

行政を交えた会議体等でのご助言・ご意見を真摯に受

け止め、適切な保存方法を検討し、対応していきます。 
 

予測結果に基づく対策等 

○今後の調査においても、文化財行政等のご指導をい

ただきながら調査等を行い、文化財保護法等関連法

令に則り適切な対応を図ります。 

○計画地内においては、国内外の来街者に向け、日本

各地の魅力と高輪築堤や品川駅周辺の歴史・文化の

魅力を伝える情報発信施設等を整備します。 
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７ 環境影響評価手続の流れ 

(１)手続の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)説明会開催 

第１回 

 令和６年３月２２日(金) 午後６時３０分～８時５０分 

第２回 

令和６年３月２３日(土) 午後３時～５時 

 

(３)調査書案公示 

令和６年３月１日(金) 

 

(４)調査書案縦覧期間 

令和６年３月１１日(月)～令和６年４月１１日(木) 

 

(５)意見書提出期間 

令和６年３月１１日(月)～令和６年４月１１日(木) 

 

事 業 者 

環境影響調査計画書

調査・予測 

環境影響調査書案 

説 明 会 

区 長 区 民 等 

縦 覧 

（１か月） 

縦 覧 

（１か月） 

区民意見 

区長意見 審査会意見 

環境影響調査書 

（事後調査計画書） 

縦 覧 

（１か月） 

提出 

（令和5年8月10日） 

（令和6年3月1日） 

提出 

（令和6年3月22日、令和6年3月23日） 

送付 

 

環
境
影
響
調
査
手
続 

（令和5年8月21日～令和5年9月21日） 

（令和6年3月11日～令和6年4月11日） 

提出 

（令和6年3月11日～令和6年4月11日） 

提出 

確認権者等への要請 

 

 事後調査報告書 

（工事中・供用後） 

提出 
閲覧 

工事着手 

事後調査 
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